
平成３０年度 たつの市まち未来創生戦略推進委員会 次第 

 

 

日時：平成３１年２月１９日（火） 

午前１０時から 

会場：たつの市役所 ３階 ３０１会議室 

 

 

１ 開 会 

 

 

２ 委員長あいさつ 

 

 

３ 報告事項 

（１）たつの市の人口の近年の推移について 【資料①】 

 

 （２）たつの市まち未来創生戦略の検証及び評価について 【資料②】 

 

 

４ 協議事項 

（１）たつの市まち未来創生戦略の一部見直しについて 【資料③、④】 

 

（２）国の認定を受け進める本市の創生戦略事業について 【資料⑤】 

 

 

５ 意見交換 

 

 

６ その他 

 

 

７ 閉 会 
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たつの市の人口の近年の推移 
 

１ 住民基本台帳人口の推移 （各年 3月 31 日現在） 

年 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 
人口

(人) 
82,719 82,416 82,254 81,617 81,345 81,120 80,694 80,277 80,193 79,637 79,072 78,508 77,968 77,276 

前年比 － △0.4% △0.2% △0.8% △0.3% △0.3% △0.5% △0.5% △0.1% △0.7% △0.7% △0.7% △0.7% △0.9% 

国状況 － 0.002% 0.001% △0.07% △0.2% 0.4% △0.2% △0.2% △0.2% △0.2% 0.009% △0.1% △0.2% △0.2% 

県状況 － △0.03% 0.03% 0.04% 0.08% △0.01% △0.2% △0.2% △0.2% △0.3% △0.3% △0.07% △0.4% △0.3% 

※国状況については各年 10 月 1 日現在の前年比数値 ※県状況については各年 4月 1日現在の前年比数値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）「たつの市人口ビジョン」将来展望人口において想定する目標人口との比較 （単位：人） 

 平成 27 年 

(2015) 

平成 28 年 

(2016) 

平成 29 年 

(2017) 

平成 30 年 

(2018) 

平成 31 年 

(2019) 

平成 32 年 

(2020) 

平成 72 年 

(2060 年) 

人口ビジョン

目標値 
79,072 78,609 78,147 77,684 77,222 76,759 60,071 

実績値 79,072 78,508 77,968 77,276    

推計人口 79,072 78,476 77,880 77,284 76,688 76,092 43,380 
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２ 自然増減                 （単位：人） 

年度 出生 死亡 増減 

平成 25 年度   608   892 △284 

平成 26 年度   583   930 △347 

平成 27 年度   566   896 △330 

平成 28 年度 563 887 △324 

平成 29 年度 515 948 △433 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 社会増減                 （単位：人） 

年度 転入 転出 増減 

平成 25 年度 1,913 2,154 △241 

平成 26 年度 1,948 2,141 △193 

平成 27 年度 1,859 2,071 △212 

平成 28 年度 1,809 1,987 △178 

平成 29 年度 1,897 2,101 △204 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（市外市町別内訳）                          （単位：人） 

  姫路 相生 赤穂 宍粟 太子 上郡 佐用 
その他

県内 
県外 計 

H25 ▲124 ▲5 17 59 41 22 28 ▲90 ▲189 ▲241 

H26 ▲27 21 20 60 ▲55 41 21 ▲98 ▲176 ▲193 

H27 ▲62 ▲7 19 51 2 27 26 ▲40 ▲228 ▲212 

H28 ▲125 ▲25 ▲1 9 17 3 44 ▲76 ▲24 ▲178 

H29 ▲112 ▲15 ▲7 20 9 18 0 ▲35 ▲82 ▲204 
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（年齢区分別社会増減内訳）                         （単位：人） 

 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

年齢 転入 転出 増減 転入 転出 増減 転入 転出 増減 転入 転出 増減 

0～14 227 209 18 286 247 39 287 214 73 270 223 47 

15～19 71 57 14 90 109 ▲19 65 126 ▲61 111 116 ▲5 

20～24 224 271 ▲47 310 425 ▲115 274 415 ▲141 274 415 ▲141 

25～29 322 371 ▲49 348 383 ▲35 316 400 ▲84 302 413 ▲111 

30～34 250 235 15 267 294 ▲27 272 279 ▲7 286 307 ▲21 

35～39 156 151 5 153 174 ▲21 186 140 46 161 171 ▲10 

40～44 110 107 3 111 115 ▲4 118 122 ▲4 123 135 ▲12 

45～49 72 56 16 80 90 ▲10 69 68 1 87 79 8 

50～54 58 55 3 42 50 ▲8 54 53 1 64 68 ▲4 

55～59 36 34 2 42 50 ▲8 39 43 ▲4 52 31 21 

60～64 46 36 10 27 22 5 34 29 5 51 30 21 

65～69 30 30 0 15 26 ▲11 21 26 ▲5 35 37 ▲2 

70～74 14 20 ▲6 14 12 2 14 24 ▲10 19 22 ▲3 

75～79 13 9 4 22 13 9 16 19 ▲3 14 19 ▲5 

80～84 13 11 2 18 15 3 18 10 8 23 13 10 

85～89 9 13 ▲4 15 13 2 16 14 2 15 15 0 

90～94 3 8 ▲5 3 9 ▲6 9 5 4 5 6 ▲1 

95～ 1 2 ▲1 0 3 ▲3 1 0 1 5 1 4 

 

（年齢区分別社会増減の状況グラフ）                    （単位：人） 
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60～64歳

65～69歳

70～74歳
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80～84歳

85～89歳

90～94歳

95～99歳

100歳以上

4009001,4001,9002,4002,9003,400

たつの市人口ピラミッド（平成30年3月31日現在）

男 女

４ 年齢別住民基本台帳人口           （各年 3月 31 日現在 単位：人） 

年齢 28 年 29 年 30 年 年齢 28 年 29 年 30 年 

0～4 歳 3,109 3,087 2,961 55～59 歳 4,679 4,585 4,570 

5～9 歳 3,425 3,422 3,418 60～64 歳 5,505 5,249 5,018 

10～14 歳 3,797 3,660 3,599 65～69 歳 6,892 6,860 6,454 

15～19 歳 4,132 4,033 3,930 70～74 歳 5,090 5,157 5,492 

20～24 歳 3,606 3,607 3,642 75～79 歳 3,831 4,053 4,276 

25～29 歳 3,766 3,537 3,284 80～84 歳 3,031 3,060 3,121 

30～34 歳 4,268 4,197 4,070 85～89 歳 2,037 2,093 2,144 

35～39 歳 4,762 4,679 4,491 90～94 歳 908 971 963 

40～44 歳 5,795 5,595 5,430 95～99 歳 217 233 267 

45～49 歳 4,980 5,312 5,492 100 歳以上 43 40 36 

50～54 歳 4,635 4,538 4,618 (再掲)65 歳以上 22,049 22,467 22,753 
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５ 地区別住民基本台帳人口 （各年 3月 31 日現在 単位：人） 

地区名 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 

総 数 79,072 78,508 77,968 77,276 

龍野地区 4,066 4,053 3,992 3,930 

小宅地区 13,987 14,142 14,264 14,461 

揖西地区 8,607 8,540 8,559 8,479 

揖保地区 4,726 4,649 4,556 4,526 

誉田地区 3,491 3,461 3,412 3,397 

神岡地区 5,811 5,706 5,606 5,500 

西栗栖地区 2,217 2,176 2,117 2,081 

東栗栖地区 2,386 2,330 2,333 2,290 

香島地区 2,550 2,513 2,492 2,438 

新宮地区 4,546 4,488 4,391 4,327 

越部地区 3,253 3,187 3,148 3,103 

半田地区 3,849 3,754 3,704 3,620 

神部地区 6,906 6,924 6,928 6,919 

河内地区 1,597 1,581 1,579 1,529 

御津地区 10,066 10,018 9,914 9,728 

室津地区 1,014 986 973 948 
 

（平成 27 年の人口を 100 とした各地区の人口推移） 
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６ 県内他市町の人口の増減（各年 1月～12 月数値）           （単位：人） 

区分 

推計人口 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 

H30. 

12.1 

自然 

増減 

社会 

増減 
増減 

自然 

増減 

社会 

増減 
増減 

対前年

比 率 

自然 

増減 

社会 

増減 
増減 

対前年

比 率 

県合計 5,483,113 △11,689 △5,562 △17,251 △12,122 △2,420 △14,542 △0.26% △15,056 △1,781 △16,837 △0.30% 

たつの市 75,512 △316 △216 △532 △354 △227 △581 △0.74% △410 △322 △732 △0.94% 

相生市 29,359 △185 △22 △207 △193 4 △189 △0.62% △194 37 △157 △0.52% 

赤穂市 46,723 △241 △87 △328 △294 △232 △526 △1.06% △335 △315 △650 △1.32% 

宍粟市 35,631 △339 △344 △683 △313 △396 △709 △1.77% △310 △373 △683 △1.74% 

佐用町 16,266 △222 △140 △362 △219 △222 △441 △2.43% △221 △136 △357 △2.02% 

上郡町 14,341 △152 △187 △339 △132 △97 △229 △1.45% △109 △185 △294 △1.89% 

太子町 33,567 28 △129 △101 2 △92 △90 △0.26% △45 119 74 0.22% 

姫路市 531,267 △552 △1,034 △1,586 △808 △689 △1,497 △0.28% △1,097 △415 △1,512 △0.28% 

明石市 298,287 △57 569 512 6 734 740 0.25% △34 2,417 2,383 0.80% 

豊岡市 79,362 △519 △407 △926 △577 △310 △887 △1.05% △533 △229 △762 △0.91% 

西脇市 39,595 △181 △257 △438 △209 △219 △428 △1.02% △221 △256 △477 △1.15% 

三木市 75,754 △295 △186 △481 △349 △130 △479 △0.60% △381 △8 △389 △0.49% 

※兵庫県市町別人口推計調査から 

※推計人口については、国勢調査人口を基礎として推計 
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（平成 27 年増減を 100 とした各市町の増減推移） 



「たつの市まち未来創生戦略」基本目標・施策の取組状況 

【基本目標】  

基本目標 指標 
基準値 
（H26） 

実績値 
（H29） 

目標値 
（H31） 

達成率 
（対目標値） 判定 分析及び方針 

雇用創生 市内従業者数 18,363 人 19,253 人 20,000 人 96.3% Ｂ 雇用状況は上昇傾向にあるが目標を達成していない。継続して各施策に取り組む。 

人口還流 転出超過数 193 人 204 人 100 人 49.0% Ｃ 転出超過数は増加傾向にあり目標値とも開きがあることから、転出抑制及び移住を誘導する施策を拡充する必要がある。 

若者未来 合計特殊出生率 1.43 
1.53 

※H27 公表数値 
1.57 97.45% Ｂ 

平成 27 年国勢調査結果を受けた公表数値では上昇しているが、人口ビジョンにおいて目指す合計特殊出生率 2.07 の水準には

至らず、子育てや出産支援の施策を拡充する必要がある。 

地域活力 生産年齢人口割合 59.40% 57.64% 57.20% 100.1% Ａ 
数値の減少が進んでおり、少子高齢化及び団塊世代が 65 歳を超える中で、雇用創出など若者世代の転入につながる施策を拡充

することが必要である。 

※ A：達成度 100%以上、B：達成度 75%以上、C：達成度 50%以上、D：達成度 50%未満 
【展開施策】 

基本 

目標 
施策名 指標 

基準値 

（H26） 

実績値 

（H28） 

実績値 

（H29） 
前年比 

目標値 

（H31） 
分析及び方針 

雇
用
創
生 

施策 1企業支援 
市内総生産額 

※算定方式変更のため数値変更 
3,062 億円 3,207 億円 3,369 億円 162 億円 3,500 億円 

経済的な情勢によって変動するもので、今後も順調に推移するとは限らないが、現在のところ当初の目標値を上回り

推移している。 

施策 2 企業誘致 
新規市内立地企業数（累計） － 3 社 3 社 － 3 社 企業の進出に対する補助制度拡充の効果が指標に表れているものと推察する。 

本社機能移転企業数（累計） － 0 社 0 社 － 1 社 31 年度に 1社を目標とするもので、引き続き達成に向けて制度の周知や浸透などの取組を進める必要がある。 

施策 3 創業支援 創業・起業件数（累計） － 6 社 11 社 5 社 20 社 近年増加の傾向にありこのまま推移すれば目標を達成できるものと考える。 

施策 4 就業･人

材支援 

若年者（20～24 歳）の転出超

過数 
139 人 141 人 141 人 － 80 人 

数値を下げる目標であるが減少しておらず、若年者の転出が止まっていない状況である。雇用の創出が重要であるこ

とから、市内の企業の情報を学生等に届ける仕組みづくりが肝要である。 

人
口
還
流 

施策 5 定住･移

住 

転入超過数(ﾌｧﾐﾘｰ層:30 代) 10 人 39 人 -31 人 △70 50 人 目標とは逆に転出超過となっている。移住相談や市の魅力の PR を一層進めていく必要がある。 

転入超過数(壮年層:50 代) 7 人 -3 人 17 人 20 人 20 人 住宅取得支援等の効果が表れているものであると考える。 

施策 6 観光誘客 観光入込客総数 203.4 万人 221.7 万人 221.6 万人 △0.1 万人 225.8 万人 前年比で増加しておらず、新たな取り組みの検討も必要である。 

施策 7 観光地整

備 

外国人観光客数（累計） ― 1,318 人 3,170 人 1,852 人 2,600 人 目標値を上回り推移しており、現在の事業を引き続き進めていく。 

県外観光入込客数 71.3 万人 77.6 万人 77.6 万人 － 78.5 万人 前年比で増加しておらず、新たな取り組みの検討も必要である。 

施策 8 産学連携 産学連携事業数（累計） － 2 件 6 件 4 件 5 件 連携数は増加しているが、新たな連携にも取り組む必要がある。 

若
者
未
来 

施策 9 結婚支援 婚姻届受理件数 324 組 264 組 293 組 29 組 324 組 
324 組を維持するという目標であるが、結果として減っている。婚活団体の支援などに、さらに注力していく必要が

ある。 

施策 10 出産支

援 
年間出生数 583 人 563 人 515 人 △48 人 

583 人以上

を維持 

現状維持が目標であるが減ってきている。妊娠適齢期の女性の減少も要因のひとつであり、女性が住みたいと思える

ような施策が必要である。 

施策 11 子育て

支援 
多子世帯率（出生祝金から） 61.40% 62.30% 59.69% △2.61% 70.00% 

基準値からも減少しており、子育て世代の経済的負担の軽減や子どもの預かりなど子育て支援に一層注力する必要が

ある。 

施策 12 教育支

援 

児童・生徒が授業のはじめに目標が

示されていたと感じている割合 
59.40% 79.12% 80.55% 1.43% 80.00%  

数値は増加傾向にあるが、授業改善に向けた取組みを進めるなど、さらに注力していく必要がある。 

児童・生徒が授業の最後に、学

習内容を振り返る活動をよく行

っていたと感じている割合 

50.20% 60.37% 60.65% 0.28% 70.00% 

数値は増加傾向にあるが、授業改善に向けた取組みを進めるなど、さらに注力していく必要がある。 

地
域
活
力 

施策 13 公共交

通整備 

姫新線年間乗車人数 287 万人 310 万人 320 万人 10 万人 300 万人以上 目標は達成しているが、維持する必要があるもので、引き続き事業を継続して実施していく必要がある。 

年間公共交通利用者（年間一

日平均数） 
6,949 人 7,308 人 7,384 人 76 人 7,300 人 

デマンドタクシーも全市域で運行を開始し、目標達成に向け順調に推移しており、引き続き事業を継続して実施して

いく必要がある。 

施策 14 地域活

力 

アンケートによる住み続け

たい人の割合 
21.20% 19.18% 24.70% 5.52% 30.00% 

市内の高校 3年生対象のアンケート結果で、学区再編の影響もあり低い数値となっており、高校生など若い世代の視

点に立った本市の魅力を向上させる取組が必要である。 

転出数 2,141 人 1,987 人 2,101 人 △114 人 2,060 人 転出数は前年と比べ増加し、併せて転入数も減ってきており人口減少の影響によるものと考える。 

施策 15 広域連携 定住自立圏域人口 154,756 人 150,003 人 147,962 人 △2,041 人 145,000 人 構成市町の人口減少が進んでおり、定住自立圏の様々な事業により最終的な目標の達成を目指す。 

施策 16 ふるさ

と創生 

アンケートによる市に愛着

を感じる人の割合 
50.10% 48,57% 54.10% 5.53% 60.00% 

市内の高校 3年生対象のアンケート結果であり、「ふるさと教育」などの本市の魅力を感じてもらうような事業により

目標達成を目指す。 
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基本
目標

戦略施策名 廃止・統合事業名称 所管課 区分 新規事業名称
H31予算額

(単位：千円)
所管課 事業内容、廃止理由等

新規高卒者ふるさと雇用奨励事業 商工振興課 廃止
新規高卒者の有効求人倍率が高止まり状態で推移しており、安定的な雇
用情勢にあるため事業を廃止する。

新規 保育士等確保事業 681 幼児教育課
保育士を目指す養成校学生及び潜在保育士を対象とする市内保育所・こ
ども園見学バスツアーを実施し、市内で保育士・保育教諭として働くこ
との魅力を伝え、人材の確保につなげる。

新規 私立保育所保育士処遇改善事業 10,704 幼児教育課
私立保育所・認定こども園に勤める離職率の高い経験年数が７年未満の
保育士に対して給与に係る処遇改善を実施し、保育士の離職を防ぐ。

空き家活用支援事業
空き家利活用相談事業
空き家対策事業

まちづくり推進課 統合 空き家対策総合推進事業 15,698 まちづくり推進課
空き家等対策計画の策定により、空き家の問題解決に向けて、「空き家
対策総合推進事業」に事業を統合し、総合的かつ計画的に事業を実施す
る。

新規
わくわくたつの生活実現応援事
業

2,000 まちづくり推進課
東京圏からのUIJターンを促進するため、東京圏から本市に移住し、中小
企業等に就業又は起業する者に対し移住支援を行う。

海を楽しむ体験事業
御津総合支所
地域振興課

廃止 事業計画期間終了のため事業を廃止する。

新規 みつ観光ＰＲイベント推進事業 2,300
御津総合支所
地域振興課

御津地域の特色を活かした観光PRイベント等を企画、実施する団体へ補
助する。

拡充
ぐるっと観光アクティビティ事
業

1,439 観光振興課
定住自立圏を構成する市町の魅力を広域かつ効果的に情報発信するため
に、レジャー、遊び、体験スポットを検索・予約できる総合情報サイト
を活用する。

施策７
　観光資源のブランド化と環境
　整備（観光地整備）

新規
龍野地区重要伝統的建造物群保
存地区選定事業

3,887 まちづくり推進課
龍野地区の重伝建地区選定のための申出を行うとともに、現状変更行為
に係る許可申請、修理のための基本設計等の業務を推進する。

人材イノベーション推進事業 総務課 廃止
大学と連携を図る「大学生による地域創生アイデアコンペ事業」を実施
するため、事業を廃止する。

新規
大学生による地域創生アイデア
コンペ事業

863 企画課
本市をフィールドに、大学生の視点による政策アイデアコンペを開催
し、大学に集積された知識やノウハウを生かした新たな政策の立案や交
流・関係人口の増加を図る。

施策９
　出会いからの家庭づくりに
　向けた支援（結婚支援）

たつのえんむすび事業 児童福祉課 廃止 民間事業者等の結婚支援に対する取組の充実等により事業を廃止する。

妊婦健康審査費助成事業
妊婦歯科健診費助成事業

健康課 統合 妊婦健康診査費助成事業 45,527 健康課
「妊婦健康診査費助成事業」と「妊婦歯科健診費助成事業」を統合し、
安全・安心な出産への支援を一体的に実施する。

新規
風しん抗体検査及び予防接種助
成事業

8,872 健康課
成人対象に風しん抗体検査及び予防接種を行い、疾病の感染及び妊婦の
感染による子どもの先天性風疹症候群の発生を予防する。

新規 母子健康支援センター運営事業 7,741 健康課
妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を行うための事業を実施
することにより、子育て世代の安心感を醸成する。

新規
インフルエンザ予防接種助成事
業

7,084 健康課
幼児対象にインフルエンザ予防接種を行い、疾病予防及び重篤化予防と
こども園や幼稚園での蔓延防止を図る。

新規 新生児聴覚検査費助成事業 2,783 健康課
新生児の聴覚の異常の早期発見と早期対応を目的として、新生児聴覚検
査を受けた検査費用の助成を行い、保護者の経済的負担の軽減を図る。

たつの市まち未来創生戦略アクションプラン事業の見直し案及び新規事業案一覧

※新規・拡充事業については、予算措置が確定されたものではありません。

人
口
還
流

施策６
　着地型観光の振興と魅力の発
　信（観光誘客）

施策８
　産学連携によるものづくり技
　術の高度化支援（産学連携）

雇
用
創
生

施策４
　働きやすい環境づくりと人材
　育成（就業・人材支援）

施策５
　移住・定住希望者に対する支
　援体制の充実（定住・移住）

施策１０
　安心して子どもを産み育てる
　ための環境整備（出産支援）

若
者
未
来

施策１１
　子育て世帯に対する支援の
　充実（子育て支援）
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新規
たつのプレミアム商品券発行事
業

375,000 商工観光課
低所得者・子育て世帯（０～２歳児）に対し、たつのプレミアム商品券
を発行することにより、消費増税に伴う影響緩和を図り、地域における
消費喚起につなげる。

新規 高等学校等入学準備金支給事業 1,000 教育総務課
生活困窮世帯に対し、高等学校等への入学に要する経費の一部を支援
し、子育てへの負担軽減を図る。

新規 小中学校空調設備整備事業 967,000 教育環境整備課
温暖化による夏季の猛暑における熱中症対策として空調設備を設置し、
教育環境の改善を図る。

国際理解推進事業 学校教育課 拡充 次世代教育推進事業 44,114 学校教育課
従来の英語教育に、プログラミング等の情報活用能力を養う内容を加
え、「次世代教育推進事業」として名称を変更し事業を拡充する。

地
域
活
力

施策１５
　広域連携を活かした経済・
  生活圏の形成（広域連携） 新規

定住自立圏協働イノベーション
事業

4,176 企画課

「自治体戦略2040構想研究会」で示された諸課題に対応するため、国の
人材支援事業に登録されている人材を活用し、定住自立圏域において新
しい公・民の協力関係を構築し、暮らしを支える担い手の発掘と育成を
目指す。

2事業 拡充

2事業 統合

0事業 外す

4事業 廃止

14事業 新規 ※既存事業でアクションプラン事業に追加したものも含む

【平成３０年度における「ひょうご地域創生交付金」申請に係る追加アクションプラン事業】

H30予算額

（単位：千円）

施策６
　着地型観光の振興と魅力の
　発信（観光誘客）

2,500

2,000

10,000

若者未来

施策１２
　質の高い教育環境と特色
　ある教育の推進
　（教育支援）

8,187

童謡誕生１００年を迎えることから、童謡の持つ魅力及びその可能性について
再認識するとともに、たつので生まれた童謡を次の１００年まで歌い継ぐため
「第１回たつので生まれた童謡歌唱コンクール」を開催する。

学校図書館システムを導入することにより、児童生徒のICT機器を活用した学
校図書館の利用を目指す。

童謡誕生１００年記念事業

学校図書館システム導入事業

観光施設維持管理事業

公園整備事業（都市公園整備）

施策７
　観光資源のブランド化と
　環境整備（観光地整備）

人口還流

龍野地区の観光駐車場トイレを改修し観光客のおもてなしを推進するととも
に、歴史的町並み以外の新たな観光スポットを作りだし、滞在型観光を推進す
る。

若
者
未
来

施策１１
　子育て世帯に対する支援の
　充実（子育て支援）

基本目標 戦略施策名 事業名 事業内容

施策１２
　質の高い教育環境と特色ある
　教育の推進（教育支援）

内
　
訳



平成30年度総事業数　80事業　⇒　87事業

事業見直しの内訳

新規 15 他事業へ統合 5

廃止 3

～新経済戦略によりしごとを創出する～

施策１ 5事業

新鮮野菜ブランド力アップ事業 西播磨産官ビジネスマッチング事業 たつの経済パートナーシップ推進事業

中小企業金融対策事業 企業振興支援事業

施策２ 1事業

企業立地奨励事業

施策３ 2事業

創業支援事業 地域で高校生の若い力を育成事業

施策４ 6事業⇒7事業

がんばる海の男支援事業 廃止 新規高卒者ふるさと雇用奨励事業 若者就職支援事業

まるごと就職支援事業 働きやすい職場づくり支援事業 企業就職者確保支援事業

新規 保育士等確保事業 新規 私立保育所保育士処遇改善事業

～定住促進・観光戦略により「たつのファン」をつくる～

施策５ 9事業⇒7事業

転入者定住促進住宅取得支援事業 若者定住促進住宅取得支援事業 統合 空き家活用支援事業

統合 空き家バンク登録制度 定住促進たつの住まい応援事業 特別指定区域の指定

たつので暮らそう！移住応援事業 統合 空き家利活用相談事業 統合 空き家対策事業

新規 空き家対策総合推進事業 新規 わくわくたつの生活実現応援事業

施策６ 6事業⇒6事業

たつの観光プロモーション事業 たつの魅力発信プロジェクト事業 海観光資源体験事業

廃止海を楽しむ体験事業 たつの市ＰＲ事業 拡充ぐるっと観光アクティビティ事業

新規 みつ観光ＰＲイベント推進事業

施策７ 3事業⇒4事業

「食からスタート」たつのアッピール事業 観光地Ｗｉ－Ｆｉ運営事業 森林スポーツ活性化事業

新規 龍野地区重要伝統的建造物群保存地区選定事業

施策８ 2事業⇒2事業

廃止人財イノベーション推進事業 醸造文化を活かしたまちづくり事業 新規大学生による地域創生アイデアコンペ事業

たつの市まち未来創生戦略アクションプラン事業　見直し案（総括表）

「雇用創生」

移住・定住希望者に対する支援体制の充実（定住・移住）

働きやすい環境づくりと人材育成（就業・人材支援）

創業支援の充実と若者起業の支援（創業支援）

企業誘致の推進（企業誘致）

地域産業の基盤強化（企業支援）

「人口還流」

産学連携によるものづくり技術の高度化支援（産学連携）

観光資源のブランド化と環境整備（観光地整備）

着地型観光の振興と魅力の発信（観光誘客）
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～若者応援戦略により希望を叶える～

施策９ 1事業

結婚支援事業

施策10 5事業⇒5事業

統合 妊婦歯科健診費助成事業 妊婦健康診査費助成事業 出生祝金支給事業

妊活サポート事業 産前・産後サポート事業 新規 風しん抗体検査及び予防接種助成事業

施策11 14事業⇒19事業

母子家庭等医療費給付事業 乳幼児等医療費助成事業 こども医療費助成事業

多子世帯保育料補助事業 放課後児童クラブ事業 とことんたつのキッズ応援事業

ファミリーサポートセンター運営事業 みんなで子育て支援事業 認定こども園整備事業

子育て応援センター「すくすく」運営事業 子育てきらきらクーポン事業 たつの育みプロジェクト事業

学校給食費補助事業 産後ケア事業 新規 母子健康支援センター運営事業

新規 インフルエンザ予防接種助成事業 新規 新生時聴覚検査費助成事業 新規 たつのプレミアム商品券発行事業

新規 高等学校入学準備金支給事業

施策12 7事業⇒8事業

学校園連携型一貫教育推進事業 小中学校ＩＣＴ教育環境整備事業 こども未来応援塾運営事業

子ども国際交流補助事業 拡充次世代教育推進事業 「学ぶ力」向上支援事業

英語教育支援充実事業 新規小中学校空調設備整備事業

～まち賑わい戦略により活力ある地域をつくる～

施策13 7事業

公共交通ネットワーク構築事業 立地適正化計画 竜野駅・東觜崎駅周辺整備事業

竜野駅周辺活性化事業 姫新線利用促進・活性化事業 姫新線チャレンジ３００万人乗車作戦事業

道路新設改良事業

施策14 5事業

通学路グリーンベルト設置事業 障害者・高齢者タクシー補助事業 認知症施策推進事業

防犯カメラ設置補助事業 小さな拠点整備事業

施策15 3事業⇒4事業

定住自立圏構想推進事業 連携中枢都市圏構想推進事業 播磨科学公園都市活性化事業

新規定住自立圏協働イノベーション事業

施策16 4事業

龍野実業高校跡地活用事業 姉妹都市交流推進事業 多文化共生社会推進事業

輝く地域応援事業

賑わいあふれる未来に向けた「ふるさと　たつの」づくり（ふるさと創生）

広域連携を活かした経済・生活圏の形成（広域連携）

住み続けたい住環境の整備（地域活力）

公共交通の確保と利用促進（公共交通整備）

質の高い教育環境と特色ある教育の推進（教育支援）

「若者未来」

「地域活力」

子育て世帯に対する支援の充実（子育て支援）

安心して子どもを産み育てるための環境整備（出産支援）

出会いからの家庭づくりに向けた支援（結婚支援）



制度の概要

交付金事業の名称

実績額

事業概要

29年度実施事業

指標① 指標② 指標③

観光入込客総数
（千人）

RESASを活用した休
日の滞在人口におけ
るたつの市以外の人
口率（％）

新しいご当地メニューに係る
新規創業件数（件）

平成28年度当初値 2,074 37 －

平成29年度終了時
点目標値
（増加分）

83 1.8 1

平成29年度終了時
点実績値
（増加分）

142 -17.5 1

地方創生への事業
効果

実績値を踏まえた
今後の方針

地場産品を活かした食の観光推進事業

国の認定を受け進める本市の創生戦略事業

※1　RESASを活用した休日の滞在人口におけるたつの市以外の人口率については、RESASの仕
様変更があり時間別となり同条件での数値が把握できないため、午後２時で計測を行ったこ
とから数値がかい離したものとなった。

　地場産業である素麺や醤油をはじめ、魚介類、野菜、肉など特色ある多
種多様な地場産品を活用したご当地メニューを新たに開発し、メニューを
提供する飲食店が賑わうことにより雇用の増加や創業に繋げ、しごとを創
出する。

事業の最終段階として、ご当地メニューの浸透・定着のため、内容、料金
や運営方法等の検証を実施する。
　新たなご当地メニューの取扱店舗の募集及び創業者の堅実な経営のため
の支援を行うとともに引き続きPRを行い新たなご当地メニューのブランド
化を推進する。

2,718,000円

　地方版総合戦略の推進に向け地域再生計画に基づき実施する自主的・主
体的で先導的な事業に要する経費に対する交付金

パンフレット、ホームページや雑誌への掲載でおもてなし料理及び取扱店
を継続して周知することで取扱店の増に向け、市内飲食店へ継続して依頼
していく。

一部のKPIが目標値に達しなかったものの、概ね成果が得られた。

平成29年度　地方創生推進交付金事業の効果検証

交付金計画書にお
ける成果目標値

※1 

資料⑤ 
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料理部門

スイーツ部門

新たなご当地メニューを提供する店舗紹介

最優秀賞
(丸ごとトマトチーズケーキ）

優秀賞
（龍野生ドラ）

【新たに決定したご当地メニュー】

　地元食材を使ったレシピ（料理・スイーツの2部門）の募集を行い、料理部門41点、スイー
ツ部門32点の応募の中から、書類・実技審査の結果、各部門の最優秀賞・優秀賞を決定

最優秀賞
(たつのの具だくさん牡蠣おこわ）

優秀賞
（たつの☆丸ごとトマトの焼きカレー

バジルバケットを添えて）
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制度の概要

交付金事業の名称

実績額

事業概要

29年度実施事業

指標① 指標② 指標③

施設内アンテナ
ショップ売上額（年
間）(単位：千円)

施設訪問者数（年
間）（単位：人）

RESASを活用した施設周辺の
休日流動人口（年間）（単
位：人）

平成28年度当初値 － － 188,000

平成29年度終了時
点目標値
（増加分）

400 2,000 2,000

平成29年度終了時
点実績値
（増加分）

2,959 15,160 28,500

地方創生への事業
効果

実績値を踏まえた
今後の方針

交付金計画書にお
ける成果目標値

ショップ及びカフェの整備、体験型観光企画の実施等により市内外から観
光誘客の拡大に効果があった。

ショップ及びカフェの内容の改善、体験型観光を充実し、来館者を増やす
とともに本市の地域資源の魅力を発信する。

「（仮称）大正ロマン館」を核とした地域観光・地域産業振興計画

2,250,000円

　「たつの市醤油の郷　大正ロマン館」を、龍野地区を訪れて最初に立ち
寄り、見どころや店舗等の情報を入手する地域観光の拠点施設、地場産品
のアンテナショップとして機能させるとともに、ここでしか食べられない
もの、ここでしか体験できないことを提供する場所として活用すべく整備
を行う。

・施設改修工事
・オープンテラス整備
・駐車場整備

　地方版総合戦略の推進に向け地域再生計画に基づき実施する自主的・主
体的で先導的な事業に資する施設の新築、増築及び改築等に要する経費に
対する交付金

平成29年度　地方創生拠点整備交付金の効果検証
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【観光案内】       【市の魅力を発信する写真展を開催】

  【醤油、皮革等のワークショップ】

【地場産品を中心としたアンテナショップ】    【地場野菜を中心としたランチビュッ
フェ】
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制度の概要

交付金事業の名称

実績額

事業概要

実施事業

指標① 指標② 指標③ 指標④

播磨新宮駅及び
播磨新宮駅前バ
ス停利用者数

圏域内市町間Ｏ
Ｄ流動（たつの
市⇔連携市町
間）

姫新線年間乗車
人数

移動する時の問
題ありに回答し
た人の割合

平成28年度当初値 1,900人 15,437トリップ 287万人 19%

平成29年度終了時
点目標値

2,000人 15,591トリップ 299万人 18%

平成29年度終了時
点実績値

1,475人 320万人

地方創生への事業
効果

実績値を踏まえた
事業の今後の方針
について

地方版総合戦略の取組の先駆性を高め、レベルアップの加速化が
図られることにより、地方における安定した雇用創出、地方への
新しいひとの流れ、まちの活性化など「目に見える地方創生」の
実現に寄与する。

地方創生に非常に効果的であった

事業の発展（事業が効果的であったことから取組の追加等更に発
展させる）

※1　「圏域内市町間ＯＤ流動」については、国土交通省が実施する「近畿圏パーソ
ントリップ調査（平成22年）」に基づきKPIを設定したものであるが、本調査は5年ご
とに実施されており、平成32年調査の公表までKPIは計測できない。
※2　当該年度は調査を実施していないため、計測できない。

公共交通広域ネットワーク構築事業

32,372,000円

　定住自立圏による圏域市町（中心市：たつの市、宍粟市、佐用
町、上郡町）間の連携において、コンパクトシティ・プラス・
ネットワークを早期に実現することで、若者の都市部への流出を
防ぐ足掛かりとなり、企業誘致や雇用創出への相乗効果を高め、
圏域全体のまちの賑わい創出に繋げる。

・播磨科学公園都市を経由し、ＪＲ姫新線播磨新宮駅とＪＲ山陽
本線上郡駅を結ぶ播磨科学公園都市圏域定住自立圏圏域バス「て
くてくバス」を運行
・交通結節拠点の播磨新宮駅から新宮区域内の医療・福祉・商業
施設等への交通アクセス利便性向上のため、市民乗り合いタク
シー「あかねちゃん」（デマンド交通）を運行
・交通結節点から中心市街地への移動円滑化を図るため、コミュ
ニティバス南北連結ルートを運行
・広域ネットワークの核となる姫新線（播磨新宮駅）をはじめ、
市内の公共交通の利用促進のため、本市の公共交通の時刻表、料
金表、路線図等の運行情報を全て掲載した総合時刻表「たつの市
おでかけ時刻表」と外出時に手軽に持ち運びができるポケットサ
イズの時刻表「たつの市おでかけ時刻表ポケット版」を発行

交付金計画書にお
ける成果目標値

　平成29年度　地方創生加速化交付金事業の効果検証

※1 ※2 
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市民乗り合いタクシーに乗車する市民等 

市内を南北を走るコミュニティバス 

総合時刻表「たつの市おでかけ時刻表」 

表  紙 

ＪＲ姫新線播磨新宮駅とＪＲ山陽本線上郡

駅間を結ぶ播磨科学公園都市圏域定住

自立圏 圏域バス（通称：てくてくバス） 

市民乗り合いタクシーのパンフレット 

総合時刻表「たつの市おでかけ時刻表」 

コミュニティバス掲載ページ 
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制度の概要

事業の名称

寄附額

事業概要

29年度実施事業

平成28年度当初値

平成29年度終了時
点目標値

平成29年度終了時
点実績値

地方創生への事業
効果

実績値を踏まえた
今後の方針

平成29年度　地方創生応援税制を活用した事業の効果検証

交付金計画書にお
ける成果目標値

305人

指標①

第２子以降の出生数

320人

330人

　子育て家庭の負担軽減により、安心して子どもを産み育てるこ
とができる環境づくりと地域における消費喚起に寄与した。

　今後も継続して「子育てきらきらクーポン事業」を中心とした
各種子育て施策に積極的に取り組み、本市の子育て満足度を高め
第２子以降の出生数を増やし、事業終了時点での目標達成を目指
す。

　国が認定した事業に対して法人が寄附を行った場合、従来の損
金算入に加えて、法人住民税などの税額控除として寄附額の約6
割が軽減される。（税軽減額　約３割⇒約６割）
○寄付要件
・下限となる寄附額は1口10万円
・市内に本社のある法人は対象外

　子育て家庭の経済的負担の軽減や子育て家庭を支える環境整備
を図るともに、行政だけでなく、産官学金が連携し、まちをあげ
て子育て支援に取り組むプロジェクト

　プロジェクトのメイン事業「子育てきらきらクーポン事業」
2人以上の子どもを持つ保護者のうち、中学校修了前の児童を養
育する方に、市内で利用できるクーポン券を交付する。

まちぐるみ子育て応援プロジェクト事業

22社　合計460万円　　※H28年度　21社　合計350万円
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【きらきらクーポン事業を紹介する冊子】

【協賛店で利用できるクーポン券】

【協賛店のぼり】 【クーポン券利用の様子】
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